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 88.1 83.9 75.3 69.7 67.6 
 124.3 120.5 109.5 101.4 98.3 
 146.1 140.2 126.5 117.2 113.6 
 77.1 74.1 66.9 61.9 60.0 
 105.6 99.9 89.2 82.6 80.1 
 141.9 136.0 122.6 113.6 110.1 
 146.3 141.7 128.8 119.3 115.6 
 84.2 80.8 73.0 67.6 65.5 
 75.4 73.7 67.5 62.5 60.6 

  
               

 105.9 109,9 124.1 134.7 137.6 
 84.7 87.0 95.8 101.5 103.7 
 122.0 122.1 127.0 133.1 136.0 
 100.2 101.8 107.2 112.8 115.2 
 82.6 84.4 91.9 97.9 100.0 
 89.7 92.1 99.3 105.8 108.0 
 78.3 80.6 89.0 95.2 97.2 
 67.4 69.2 76.5 82.1 83.9 
 78.7 80.1 86.9 91.8 93.8 
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国家戦略特別区域諮問会議（第 27回）議事次第 

 

 

 

 

 

 

 

１． 開会 

 

２． 議事 

   （１） 区域計画の認定について 

（２） 重点分野・課題に係る規制改革事項の追加などについて 

（３） その他 

 

３． 閉会 

 

 

 

（説明資料） 

資料１－１ 区域計画の認定について 

資料１－２ 主な認定対象事業 

資料２   規制改革事項の追加について 

資料３   国家戦略特区 追加の規制改革事項などについて（有識者議員提出資料） 

 

（配布資料） 

○ 外国人雇用の拡大に向けて 

（堺屋内閣官房参与・一般社団法人外国人雇用協議会会長提出資料） 

○ 「クールジャパン人材」の受入れ等に関する検討状況 

（原国家戦略特区ワーキンググループ・規制改革推進会議委員提出資料） 

 

 

（参考資料） 

参考資料１ 国家戦略特区における重点分野について 

参考資料２ 国家戦略特別区域 区域計画（案） 

参考資料３ 国家戦略特区における追加の規制改革事項について（抜粋） 

参考資料４ 内閣府・文部科学省告示 

平 成 2 9 年 １ 月 2 0 日 （ 金 ） 

1 1 時 0 0 分 ～ 1 1 時 2 0 分 

於 ： 官 邸 ４ 階 大 会 議 室 
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1 

第 27 回 国家戦略特別区域諮問会議 

第27回国家戦略特別区域諮問会議（議事要旨） 

 

（開催要領） 

日時 平成29年１月20日（金）11:02～11:21 

場所 官邸４階 大会議室 

出席議員 

議   長   安倍  晋三 内閣総理大臣 

議   員   麻生  太郎 財務大臣 兼 副総理 

同     山本  幸三 内閣府特命担当大臣（地方創生、規制改革） 

同     石原  伸晃 内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

兼 経済再生担当大臣 

有識者議員   秋池  玲子 ボストンコンサルティンググループ 

シニア・パートナー＆マネージング・ディレクター 

同     坂根  正弘 株式会社小松製作所相談役 

同     坂村   健 東京大学大学院情報学環教授 

同     八田  達夫 アジア成長研究所所長 

大阪大学社会経済研究所招聘教授 

 

堺屋  太一 内閣官房参与 

       一般社団法人外国人雇用協議会会長 

原   英史 国家戦略特区ワーキンググループ委員 

       規制改革推進会議委員 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 

（１） 区域計画の認定について 

（２） 重点分野・課題に係る規制改革事項の追加などについて 

（３） その他 

３ 閉会 

 

（説明資料） 

資料１－１ 区域計画の認定について 

資料１－２ 主な認定対象事業 

資料２   規制改革事項の追加について 

資料３   国家戦略特区 追加の規制改革事項などについて（有識者議員提出資料） 
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区域計画の認定について 

 
平 成 2 9 年 1 月 2 0 日 
地 方 創 生 担 当 大 臣 
山  本   幸  三 

 

最近、区域計画の認定申請のあった区域会議と、規制の特例措置（特定事業）は、以下の

とおり。 

 

１． 愛知県 区域会議  

【１月 20 日開催、１月 20 日申請、新規３事業】 
 
（１）農家レストラン設置に係る特例 

郊外田園クラブ株式会社が、自社や愛知県日進市内において製造された農畜産物を活

用し、農業用施設として農家レストランを農用地区域内に設置する。【平成 30 年度より実施】 
 
（２）創業人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

愛知県が、審査基準を満たす創業外国人の上陸を可能とし、愛知県内における外国人

の起業を促進する。【平成 29 年４月より実施】 
 

（３）エリアマネジメントに係る道路法の特例 

名古屋駅地区街づくり協議会が、道路法の特例を活用し、多言語案内板等を設置する

ことにより、来街者の利便性向上等を図る。【平成 29 年４月より実施】 

 

 

２． 広島県・今治市 区域会議  

【１月 20 日開催、１月 20 日申請、新規５事業】 

 

（１）ＮＰＯ法人の設立手続の迅速化に係る特定非営利活動促進法の特例 

広島県及び広島市が所管庁として実施するＮＰＯ法人の設立認定手続きにおける申請

書類の縦覧期間を、２月から２週間に短縮する。【直ちに実施】 
 

（２）道の駅の設置者に係る特例 

今治市が設置者である３箇所の道の駅（今治市吉海町、伯方町及び上浦町）について、

同市から提供を受けた民間事業者が設置者となり、民間活力を活用したサービスの提供

を行う。【平成 29 年４月より実施】 
 

（３）獣医学部の新設に係る認可の基準の特例 

学校法人加計学園が、獣医学部の設置の認可を受けた上で、今治市において、先端サ

イエンス研究や地域における感染症対策など、新たなニーズに対応する獣医学部を新設

する。【平成 30 年４月開設】 

資料１－１ 
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主な認定対象事業

平成29年1月20日
内閣府地方創生推進事務局

資料１－２
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○先端ライフサイエンス研究の推進
○地域での感染症に係る水際対策の強化

第25回国家戦略特区諮問会議（平成28年
11月９日）の決定に従い、１校に限り、
新設を認める

獣医師の養成数を抑制するため、
昭和41年の北里大学以来、
新設は認められていない

獣医学部の新設に係る認可の基準の特例
（平成29年内閣府・文部科学省告示第１号）

現 状

見直し後

効 果

活用する規制改革 具体的事業

＜ 事業の効果 ＞

① 動物、ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ（創薬）など
関連産業の集積

② 感染症対策など危機管理の
学術支援拠点形成

③ 食の安全、品質保証による畜水産業の振興

●建設に伴う経済波及効果 約240億円

●消費に伴う経済波及効果 約20億円（年間）

＜新設される「岡山理科大学獣医学部」の特徴・ｲﾒｰｼﾞ＞

●四国地域初の獣医学部が開設（入学定員：160名）

●平成30年４月開設予定（我が国では52年ぶり

の新設）

●獣医学科専任教員を70名配置

●独自の充実したｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ教育ｶﾘｷｭﾗﾑを編成

●多様な実験動物を用いた研究をﾋﾄの治療に

繋げるﾄﾗﾝｽﾚｰｼｮﾅﾙ研究を推進

●人獣共通感染症など、国際的な危機管理対応の

できる獣医師の育成

※文部科学省告示

2

今治市
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民間ノウハウ・資金の最大限の活用に
より、「道の駅」の魅力とサービスを向上
させ、地域活性化につなげる。

市町村と民間事業者との協定等を前提
に、設置主体を民間事業者に拡大。

「道の駅」の設置主体は、市町村や公的
主体（都道府県、公益法人等）に限定。

道の駅の設置者に係る特例
（国家戦略特別区域において民間事業者が設置者となる場合の「道の駅」登録・案内要綱）

現 状

見直し後

効 果

活用する規制改革 具体的事業

今治市

・条例等の枠内での事業実施

・管理運営が中心

・条例等の制約を受けない

・構想から計画、整備（リニューアル等）、管理
運営まで事業全体の一体的な遂行が可能

事業への
参画が限定的

事業への
参画が広範に

機動的な事業実施が可能
（現行では困難な施設のリニューアル 等）

従来

特区

【指定管理者制度】

＜今治市の場合＞
サイクリストのための休憩機能や簡易宿所等
を民間事業者が整備・運営

道
の
駅

しまなみ海道の「道の駅」

民間ノウハウ・資金を
最大限に活用

よしうみいきいき館

伯方S・Cパーク

今治多々羅しまなみ公園

1
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